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5.5 

4.7 

4.5 

3.7 

10.5 

10.1 

8.8 

7.5 

20.5 

19.0 

17.0 

16.1 

5.1 

5.1 

5.2 

5.4 

18.6 

18.1 

17.5 

16.4 

5.9 

6.0 

6.0 

5.7 

5.6 

6.8 

8.7 

10.3 

4.5 

5.5 

7.0 

5.7 

23.8 

24.7 

25.4 

29.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成７年

1) 5)

12年

1) 5)

17年

2) 5)

22年

卸売業，

小売業

▼

宿泊業，

飲食サー

ビス業
▼

サービス業（他に

分類されないも

の） 3)
▼

その他 4)

▼

０

（％）
20 40 60 80 100

医療，

福祉

▼
製造業

▼

建設業

▼

農業，

林業

▼

運輸業，

郵便業
▼

専門的・技術的

職業従事者

▼

事務従事者

▼

販売従事者

▼

サービス職業従事者

▼

生産工程従事者

▼

運搬・清掃・

包装等従事者

▼

その他 3)

▼

12.4 

13.2 

13.4 

14.5 

18.3 

18.5 

18.9 

18.4 

15.2 

15.3 

14.8 

13.4 

9.0 

10.0 

11.1 

11.5 

17.4 

16.6 

15.6 

14.2 

5.4 

5.9 

6.3 

6.2 

22.4 

20.5 

19.9 

21.8 

0 20 40 60 80 100

平成７年

1) 4)

12年

1) 4)

17年

2) 4)

22年

（％）

総 務 省 統 計 局  

平成 24 年 11 月 16 日 

 

平 成 2 2 年 国 勢 調 査 
職業等基本集計結果 

 

要 約 

 
     

 

 
産業（大分類）別 15 歳以上就業者の割合の推移－全国（平成７年～22 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
1) 総務省統計局において，平成 17 年国勢調査 新産業分類特別集計及び平成 12 年国勢調査 新産業分類特別集計のデータを用いて，新旧分類間の分割比率を算出して推計した。 

2) 平成 17 年国勢調査 新産業分類特別集計結果による。 

3) 平成７年～17 年は，「労働者派遣事業所の派遣社員」（平成 22 年は 153 万１千人）は，産業大分類「サービス業（他に分類されないもの）」下の産業小分類「労働者派遣業」に分類されていたが，

22 年は派遣先の産業に分類していることから，時系列比較には注意を要する。 

4) 「その他」に含まれるのは，「漁業」，「鉱業，採石業，砂利採取業」，「電気・ガス・熱供給・水道業」，「情報通信業」，「金融業，保険業」,「不動産業，物品賃貸業」，「学術研究，専門・技術サー

ビス業」，「生活関連サービス業，娯楽業」，「教育，学習支援業」，「複合サービス事業」，「公務（他に分類されるものを除く）」及び「分類不能の産業」である。 

5) 平成７年～17 年は，一部の調査票を抽出して集計した抽出詳細集計に基づいて推計，集計しており，基本集計（全ての調査票を用いた集計）とは一致しない。 

 
 

 

 

 

 

 

 

職業（大分類）別15歳以上就業者の割合の推移－全国（平成７年～22年） 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

1) 総務省統計局において，平成 17 年国勢調査 新職業分類特別集計のデータを用いて，新旧分類間の分割比率を算出して推計した。  

2) 平成 17 年国勢調査 新職業分類特別集計結果による。  

3）「その他」に含まれるのは「管理的職業従事者」，「保安職業従事者」，「農林漁業従事者」，「輸送・機械運転従事者」，「建設・採掘従事者」及び 「分類不能の職業」である。  

4) 平成７年～17 年は，一部の調査票を抽出して集計した抽出詳細集計に基づいて推計，集計しており，基本集計（全ての調査票を用いた集計）とは一致しない。  

○ 「医療，福祉」の割合が1.6ポイント上昇し，１割を超えた 
○ 「建設業」，「卸売業，小売業」及び「製造業」が約１ポイント低下 

○ 「専門的・技術的職業従事者」の割合が1.0ポイントの上昇，「サービス職業従事
者」が0.4ポイントの上昇，平成７年から一貫して上昇 

○ 「生産工程従事者」が1.4ポイントの低下と７年から一貫して低下，「販売従事者」
が1.4ポイントの低下 

産業 

職業 

（産業等基本集計結果から抜粋）
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Ｊ 建設・採掘

従事者

53.5

Ｃ 事務

従事者

15.9

Ｈ 生産工程

従事者

9.7

Ｄ 販売従事者

6.0

Ｂ 専門的・

技術的職業

従事者
5.5

その他

9.5

建設業

（％）

Ｈ 生産工程

従事者

62.4 
Ｃ 事務従事者

16.3 

Ｂ 専門的・

技術的職業

従事者
6.8 

Ｄ 販売従事者

5.4 
その他 9.1 

製造業

（％）

Ｂ 専門的・

技術的職業

従事者
49.9 Ｅ サービス職業

従事者 31.5 

Ｃ 事務

従事者

14.2 

その他 4.4 

医療，福祉

（％）

Ｄ 販売従事者

54.7 

Ｃ 事務従事者

17.5 

Ｈ 生産工程

従事者

11.0 

Ｋ 運搬・清掃・

包装等従事者

8.6 

その他 8.1 

卸売業，小売業

（％）

 

 

 

職業（大分類），男女別 15 歳以上就業者の割合の推移－全国（平成７年～22 年） 

  男                  女 

 
1) 総務省統計局において，平成 17 年国勢調査 新職業分類特別集計のデータを用いて，新旧分類間の分割比率を算出して推計した。  

2) 平成 17 年国勢調査 新職業分類特別集計結果による。  

3）「その他」に含まれるのは「管理的職業従事者」，「保安職業従事者」，「農林漁業従事者」，「輸送・機械運転従事者」，「建設・採掘従事者」及び 「分類不能の職業」である。  

4) 平成７年～17 年は，一部の調査票を抽出して集計した抽出詳細集計に基づいて推計，集計しており，基本集計（全ての調査票を用いた集計）とは一致しない。  

 

 

 

 

 

 

産業（大分類）別 15 歳以上就業者に占める職業（大分類）別割合－全国（平成 22 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

専門的・

技術的

職業従事者

▼

12.5 

13.4 

14.6 

15.9 

27.8 

27.5 

27.2 

25.7 

15.1 

14.6 

14.1 

13.2 

14.5 

16.0 

17.6 

18.1 

14.5 

13.1 

11.4 

9.7 

6.5 

7.1 

7.2 

6.9 

9.1 

8.3 

7.9 

10.5 

0 20 40 60 80 100

平成７年

1) 4)

12年

1) 4)

17年

2) 4)

22年

（％）

（％）

事務従事者

▼

販売

従事者

▼

サービス

職業

従事者

▼

生産工程

従事者

▼

運搬・清掃・

包装等従事者

▼

その他 3)

▼

専門的・技術的

職業従事者

▼

事務従事者

▼

販売

従事者

▼

サービス

職業

従事者

▼

生産

工程

従事者

▼

運搬・

清掃・

包装等

従事者

▼

その他

3)

▼

12.3 

13.0 

12.6 

13.4 

11.9 

12.3 

12.9 

12.9 

15.3 

15.9 

15.3 

13.6 

5.4 

5.8 

6.3 

6.5 

19.3 

19.0 

18.6 

17.6 

4.6 

5.1 

5.7 

5.7 

31.2 

29.0 

28.5 

30.2 

0 20 40 60 80 100

平成７年

1) 4)

12年

1) 4)

17年

2) 4)

22年

（％）

○ 男性は「生産工程従事者」が17.6％，女性は「事務従事者」が25.7％と最も高い

○ 「製造業」は「生産工程従事者」が約６割，「医療，福祉」は「専門的・技術的職
業従事者」及び「サービス職業従事者」の二つで約８割 

○ 職業の構成は産業ごとに異なった特徴 

＜産業と職業＞ 
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64.2 

19.6 

72.3 

85.4 

67.6 

44.4 

82.5 

11.7 

71.7 

75.3 

58.0 

48.8 

11.9 

8.7 

10.1 

27.6 

16.7 

8.7 

14.9 

8.3 

35.2 

73.6 

9.6 

8.0 

8.0 

9.8 

8.9 

8.1 

11.6 

60.5 

17.6 

12.4 

0 20 40 60 80 100

総数

Ａ管理的職業従事者

Ｂ専門的・技術的職業従事者

Ｃ事務従事者

Ｄ販売従事者

Ｅサービス職業従事者

Ｆ保安職業従事者

Ｇ農林漁業従事者

Ｈ生産工程従事者

Ｉ輸送・機械運転従事者

Ｊ建設・採掘従事者

Ｋ運搬・清掃・包装等従事者

（％）

 

 

 

 

 

 

 

職業（大分類），従業上の地位，男女別 15 歳以上就業者の割合－全国（平成 22 年） 

        男         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      女         

 

 

女

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

合計

正規の職員・

従業員

▼

労働者派遣

事業所の派遣

社員

▼

パート・

アルバイト・

その他

▼

役員

▼

雇人のない

業主（家庭内

職者を含む）

▼

家族従業者

▼

38.3 

8.8 

64.8 

51.0 

29.4 

27.3 

74.0 

30.1 

51.2 

34.8 

11.3 

42.4 

24.7 

31.6 

53.3 

55.3 

25.1 

9.5 

51.3 

35.8 

16.9 

77.3 

79.6 10.1 

9.8 76.3 

36.1 

0 20 40 60 80 100

総数

Ａ管理的職業従事者

Ｂ専門的・技術的職業従事者

Ｃ事務従事者

Ｄ販売従事者

Ｅサービス職業従事者

Ｆ保安職業従事者

Ｇ農林漁業従事者

Ｈ生産工程従事者

Ｉ輸送・機械運転従事者

Ｊ建設・採掘従事者

Ｋ運搬・清掃・包装等従事者

（％）

雇人のある

業主

▼

○ 男性の「事務従事者」は「正規の職員・従業員」が85.4％，「運搬・清掃・包装等
従事者」は「パート・アルバイト・その他」が35.2％ 

○ 女性の「保安職業従事者」は「正規の職員・従業員」が 74.0％，「運搬・清掃・
包装等従事者」は「パート・アルバイト・その他」が77.3％ 

＜「正規の職員・従業員」，「パート・アルバイト・その他」など＞
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15.9 

12.0 

15.7 

9.6 

7.1 

71.9 

66.6 

13.4 

7.0 

7.7 

9.0 

13.1 

7.5 

13.9 

13.7 

8.8 

12.2 

11.6 

12.3 

30.1 

13.4 

30.3 

56.7 

44.9 

58.3 

65.7 

65.4 

64.0 

17.5 

7.9 

28.4 

36.0 

27.0 

23.3 

23.8 

27.7 

17.2 

11.2 

13.7 

21.3 

19.3 

30.1 

0 20 40 60 80 100

総数

韓国,朝鮮

中国

フィリピン

タイ

インドネシア

ベトナム

イギリス

アメリカ

ブラジル

ペルー

（参考）日本人

8.4 

10.0 

7.8 

65.3 

67.8 

16.1 

9.0 

19.5 

7.5 

10.1 

9.1 

26.0 

13.0 

13.3 

15.7 

25.9 

10.9 

21.7 

21.0 

22.9 

7.3 

7.9 

18.2 

34.9 

8.5 

46.1 

40.9 

34.1 

39.7 

61.6 

63.2 

60.4 

9.3 

7.0 

12.5 

10.7 

7.5 

10.0 

18.4 

16.3 

17.8 

15.6 

19.5 

15.1 

15.8 

15.1 

13.0 

14.2 

13.6 

10.2 

0 20 40 60 80 100

総数

韓国,朝鮮

中国

フィリピン

タイ

インドネシア

ベトナム

イギリス

アメリカ

ブラジル

ペルー

（参考）日本人

専門的・

技術的職

業従事者

事務

従事

者

販売

従事

者

サービ

ス職業

従事者

生産

工程

従事者

運搬・

清掃・

包装等

従事者

その他 1)
専門的・

技術的職

業従事者

事務

従事

者

販売

従事

者

サービ

ス職業

従事者

生産

工程

従事者

運搬・

清掃・

包装等

従事者
その他 1)

（％）（％）

 

 

 

 

 

 

国籍，職業（大分類），男女別 15 歳以上外国人就業者の割合－全国（平成 22 年） 

 

               男                       女 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

1) 「その他」に含まれるのは「管理的職業従事者」，「保安職業従事者」，「農林漁業従事者」，「輸送・機械運転従事者」，「建設・採掘従事者」及び 「分類不能の職業」である。 

 

  

外国人就業者 

○ 男女共に外国人就業者の約３割は「生産工程従事者」 
○ 「生産工程従事者」の割合が高い国籍が多いが，職業の構成は，男女，国籍により
様  々
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及び同居しているか否か

判定できない者（左目盛）

 

 

 

 

親との同居・非同居（２区分）別人口の推移－全国（平成７年～22 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
・親と「同居している」者は，本人からみて，親又は配偶者の親がいると判定できる者に限る｡ 

・親と「同居していない」者は，｢単独世帯｣，｢夫婦のみの世帯｣，｢非親族を含む世帯｣，｢施設等の世帯｣の世帯員も含む｡ 

 

 

 

 

 

 

配偶関係，年齢（５歳階級），男女別親との同居の割合－全国（平成17年，22年） 

 

    男                    女     

 

・親と「同居している」者は，本人からみて，親又は配偶者の親がいると判定できる者に限る｡ 
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満
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｜
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歳

20

｜
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歳

30

｜

34

歳

35

｜

39

歳

40

｜

44

歳

45

｜

49

歳

50

｜

54

歳

55

｜

59

歳

60

｜

64

歳

65

歳

以

上

22年未婚

17年未婚

22年有配偶

17年有配偶

（％）
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100 

15

歳

未

満

15

｜

19

歳

20

｜

24

歳

25

｜

29

歳

30

｜

34

歳

35

｜

39

歳

40

｜

44

歳

45

｜

49

歳

50

｜

54

歳

55

｜

59

歳

60

｜

64

歳

65

歳

以

上

22年未婚

17年未婚

22年有配偶

17年有配偶

（％）

親子の同居・非同居 

○ 親と「同居している」者は総人口の35.7％。平成７年から一貫して低下 

○ 未婚の者で親と「同居している」者の割合は，男女共に 30～34 歳が上昇し
ているほか，45 歳以上の各年齢階級などで上昇 

○ 有配偶の者で親と「同居している」者の割合は，男性では54歳以下の各年
齢階級などで，女性では20歳から49歳までの各年齢階級などで低下 


